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自己紹介

これまでの主な経歴：

1994年 ４月 通商産業省（現・経済産業省）入省

2009年 ５月 大臣官房 政策企画委員（通商政策局担当）

2010年 ６月 防衛省 防衛政策局 日米安全保障防衛協力企画官

2012年 ８月 外務省 在フランス日本国大使館参事官

／博覧会国際事務局（ＢＩＥ）日本政府代表

2017年 １月 商務・保安グループ（現・商務サービスグループ）

                         博覧会国際企画調整官（２０２５年国際博覧会担当）

2017年 ４月 商務・サービスグループ 博覧会推進室長

                         ／博覧会国際事務局（ＢＩＥ）日本政府代表

2020年 ９月 ジェトロ（日本貿易振興機構）パリ事務所長

2023年 ６月 2025年日本国際博覧会協会（イベント局長、国際局担当局長を歴任）

2026年 ２月 近畿経済産業局長 

武田 家明 (たけだ いえあき)

出身地：奈良県 出身校：東京大学法学部、パリ第１（パンテオン・ソルボンヌ）大学大学院   
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5

第３回 2025年日本国際博覧会成果検証委員会資料より引用
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（参考）2027年ベオグラード万博の概要

⚫ 性 格：国際博覧会条約（BIE条約）に基づく認定博覧会（前回は2017年のアスタナ博（カザフスタン））

⚫ テーマ：Play for Humanity – Sport and Music for All

（邦訳：人類のためのあそび～すべての人のためのスポーツと音楽）

⚫ 場所及び会期：セルビア共和国ベオグラード市／2027年5月15日～8月15日（3ヶ月間）

⚫ 規 模 ：約25ヘクタール（大阪・関西万博は約155ヘクタール）

⚫ 参加国等：121の国及び国際機関（2025年10月22日時点）

⚫ 入場者数：410万人以上（想定）

⚫ 体制：経済産業省（幹事省）、文部科学省（副幹事省）、JETRO（参加機関）

経緯

2023.6.21 BIE総会にて2027年博の開催地に決定

2024.11.25 BIE総会にて認定申請書が承認

2024.11.27
参加招請の書簡（アレクサンダル・ヴチッチ
大統領から天皇陛下及び石破総理宛）発出

2025.8.8 日本政府参加の閣議了解

2025.10.27 日本館基本計画策定

今後のスケジュール

2025.12
~
2026.3

総合実施計画策定

2026.4～ 実施設計・施工
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（参考）2030年リヤド国際博覧会の概要

• 2030年リヤド万博が開催予定。韓国（釜山）、イタリア（ローマ）、
サウジアラビア（リヤド）が招致を争い、最終的にリヤドに決定。

• 2025年12月16日、日本の公式参加について閣議了解された。

リヤド万博

開催期間
2030年10月1日

～2031年3月31日（6ヶ月間）

テーマ

Foresight for Tomorrow
（邦訳：あすを見通す力）

サブテーマ：Transformational Technology
Sustainable Solutions

Prosperous People

参加招請数 197か国（目標）

来場者数 4,200万人以上（想定）

開催地 サウジアラビア王国リヤド市

会場規模
約6平方キロメートル

（大阪・関西万博の約4倍）
画像：Expo 2030 Riyadh
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「関西における成長分野ポテンシャルマップ」

• 大阪・関西万博（開催期間：令和7年4月13日～10月13日）では、未来社会の実験場として、

多数の新しい技術・サービス等が展示。

• これらの技術等は「いのち輝く未来社会」を実現し、新たな産業の核となって我が国経済の

発展を支えるべきものであり、会期後、関西において社会実装を進めることが重要。

• 大阪・関西万博で披露される新技術・サービス等や今後関西において強みとなり得る成長産

業等について、各府県政令市等の自治体、関係機関・経済団体、民間企業等の協力を得て、

分野・項目ごとに現状・課題・今後を整理したポテンシャルマップを作成・公表。

＜分野・項目等＞
• スタートアップ
• 空モビリティ
• 水素・アンモニア
• 次世代太陽電池
• SAF・CO2分離回収
• 蓄電池
• 半導体
• バイオものづくり
• 再生医療
• メドテック・ヘルステック
• 自動運転・MaaS
• ロボット・AI
• 産学官連携イノベーション基盤

経済界・自治体・国が、一体的となって社会実装の

実現を目指す。

【今後】

関西が「新技術・サービスの社会実装先進地域」と

して、新事業のシーズ、スタートアップ、内外から

の投資等が集まり、日本経済を牽引する地域となる

ことを目指す。

【目標】

2025/6/19公表
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「Global Startup EXPO 2026」
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■日 程：2026年10月5日（月）～7日（水）

■場 所：うめきた地区

■主 催：GSE2026実行委員会

■共 催：経済産業省、近畿経済産業局

日本貿易振興機構（JETRO）

新エネルギー・産業総合開発機構（NEDO）

2025年9月17日・18日

Global Startup Expo 2025 

2026年10月5日～7日

Global Startup Expo 2026 

37のセッションを実施し、
多くの参加者が聴講。

21の国・地域から
145社がブース出展

石破内閣総理大臣（当時）
ご挨拶

◆ 石破前総理をはじめとする政府関係者に加え、著名な国内

外のVCらがセッションに登壇。

◆ 海外VCから、日本のエコシステムへの期待や、今後の日本へ

の投資の意向などを表明。

◆ 来場者数は目標の2倍を超える9,560人、1,194件の

マッチング成立を記録し、報道関係者も多数来場した。

• 昨年、大阪・関西万博会場において、ディープテック領域を中心とする国内外のスタートアップ

関係者を招へいしたスタートアップイベント「Global Startup EXPO 2025」を開催。

• 経済産業省が第２回開催に向けて公募・審査を実施し、「Global Startup EXPO 2026」の大阪

開催が決定。

• 京阪神地域の関係機関で構成される実行委員会とともにナショナルイベントとして実施すること

で、関西・日本のディープテックポテンシャルの発信とエコシステムのグローバル化を推進。

詳細は次頁に掲載



大阪府発表資料から引用

https://www.pref.osaka.lg.jp/o070050/20260422f.html
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日本成長戦略本部

• 「危機管理投資」・「成長投資」の戦略分野における、大胆な投資促進、国際展開支援、人材育成、産学連携、
国際標準化といった多角的な観点からの総合支援。 

• AI・半導体、造船、量子、バイオ、航空・宇宙など、戦略分野毎の取りまとめ担当大臣が、業所管大臣や需要側
大臣等と協力して、官民投資の促進策を策定。日本成長戦略担当大臣が全体を取りまとめ。 

• 新技術立国・勝ち筋となる産業分野の国際競争力強化に資する戦略的支援。 

• 未来成長分野に挑戦する人材育成のための大学改革、高専等の職業教育充実。 

• 世界に伍するスタートアップエコシステムを作り上げ、持続可能な経済成長と社会課題解決を両立。 

• 金融を通じ、日本経済と地方経済の潜在力を解き放つための戦略の策定。 

• 生産性の高い分野への円滑な労働移動や働き方改革を含めた労働市場改革。 

• 介護、育児等によりキャリアをあきらめなくてもよい環境の整備。 

• 物価上昇を上回る賃上げが継続する環境整備（中小企業等の生産性向上・事業承継・Ｍ＆Ａ等）。 

• サイバー対処能力強化（技術開発・人材育成加速）。 

• 上記の課題毎の取りまとめ担当大臣が、関係大臣と協力して、解決策を策定。日本成長戦略担当大臣が
全体を取りまとめ。

１．「危機管理投資」･「成長投資」による強い経済の実現

２．分野横断的課題への対応

⚫ 2025年11月4日、日本成長戦略本部を立ち上げ。日本成長戦略会議を早急に開催し、
経済対策に盛り込むベき重点事項を取りまとめ。

⚫ また、本年夏の成長戦略の策定に向けて、以下の検討を進めていく。
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第1回 日本成長戦略会議資料に基づき、近畿経済産業局が作成
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①ＡＩ・半導体 ②造船

③量子 ④合成生物学・バイオ

⑤航空・宇宙 ⑥デジタル・サイバーセキュリティ

⑦コンテンツ ⑧フードテック

⑨資源・エネルギー安全保障・ＧＸ ⑩防災・国土強靱化

⑪創薬・先端医療 ⑫フュージョンエネルギー

⑬マテリアル（重要鉱物・部素材） ⑭港湾ロジスティクス

⑮防衛産業 ⑯情報通信

⑰海洋

１．「危機管理投資」･「成長投資」の戦略分野（１７分野）

①新技術立国・競争力強化 ②人材育成

③スタートアップ ④金融を通じた潜在力の解放

⑤労働市場改革 ⑥介護、育児等の外部化など負担軽減

⑦賃上げ環境整備（※） ⑧サイバーセキュリティ

※中小等の生産性向上・事業承継・Ｍ＆Ａ等

２．分野横断的課題

第1回 日本成長戦略会議資料に基づき、近畿経済産業局が作成



「地域未来戦略」で取り組む内容

１．「危機管理投資」･「成長投資」による強い経済の実現

地方が持つ伸び代を活かし、国民の暮らしと安全を守るため、

⚫地域ごとの産業クラスターを、その実現に必要なインフラ整備と一体的に全国各地に
整備し、世界をリードする技術・ビジネスを創出する。

⚫地場産業の付加価値向上と販路開拓を強力に支援する。

（１）地域ごとに戦略産業クラスター計画を策定
 ※日本成長戦略会議で挙げた戦略分野を中心に、地域のコミットメントを得ながら、知事とも連携し策定

（２）知事主導で各都道府県における地場産業の成長プランを策定

○成長投資促進策と一体のインフラ整備  ○地域産業のエコシステム形成

 ■成長投資の促進 ■中堅・中小企業の投資・ビジネス展開

 ■ＧＸ産業立地    ■地域イノベーション支援

 ■投資と一体での関連インフラ整備・人材育成 ■人材育成・確保支援

 ■産業用地の確保促進                                    ■エッセンシャルサービスの維持向上

※国内投資・立地促進に向け法制的な措置を検討
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第1回 地域未来戦略本部資料に基づき、近畿経済産業局が作成



地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第３回）資料から引用

地域未来戦略における３つの類型の計画（概要）
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戦略産業クラスター計画について
地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第2回）資料から引用
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地域産業成長プランについて
地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第2回）資料から引用



地域未来戦略の政策パッケージのとりまとめに向けたスケジュール

地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第３回）資料から引用
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近畿地域の価値・ポテンシャル：

大阪・関西万博のレガシーを新たな産業の核に

万博会期中に、世界で初めて
長期間に渡り複数機体による
次世代空モビリティのデモフ
ライトや宇宙関連の展示等を
実施

Osaka Metroが空飛ぶクルマ
専用の離着陸場「大阪港バー
ティポート」を整備・運営

民間ロケット発射場「スペー
スポート紀伊」を中心に宇宙
産業集積の動きあり

空モビリティ・宇宙

万博会場内においてiPS心臓、
生分解性バイオプラスティッ
ク等の再生医療・バイオもの
づくり関連技術を展示

京都大学iPS細胞研究所、
大阪・中之島クロス、
神戸医療産業都市等、産学官
医の拠点が複数構築

バイオ・ライフサイエンス

万博会期中に、水素燃料電池
船の旅客運航、ペロブスカイ
トの搭載等、GX関連技術を世
界に発信

既存の重化学工業等の集積を
背景に、GXの中核分野で主要
な民間プレーヤーが複数存在

ＧＸ

↓デモフライトの様子 万博における展示
↓ペロブスカイト太陽電池

＋
＋ ＋

写真2

ロケット発射の様子↑​

出典（左から）：SkyDrive、スペースポート紀伊周辺地域協議会、経済産業省（METI-Journal）、経済産業省ＨＰ、積水化学工業株式会社、岩谷産業株式会社

（左） iPS心臓
（右）「二酸化炭素を食べる細菌」が作った生分解

性プラスチック

水素燃料電池船「まほろば」↑
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近畿地域の戦略産業クラスター計画素案の検討状況

※ 主な集積地域を点線で囲んで図示

■投資（記載は一例）

・ Osaka Metroは、高架式バーティ
ポートを大阪市（森之宮）の地下鉄
新駅・駅ビル開発において建設し、
2028年度以降に運用（稼働）開始
予定

・兼松(株)が大阪府域にバーティハブ
を整備し、2030年度以降に運用開
始予定

■クラスター形成に向けた主な課題

バーティポート・充電設備等の整備、
機体安全基準等の制度整備

空モビリティ関連産業クラスター

串本町
（ロケット発射場）

大阪港
（バーティポート）

■投資（記載は一例）

・ スペースワン(株)が和歌山県串本
町・那智勝浦町で、ロケット打上げ
射点等の増強を計画中

■クラスター形成に向けた主な課題

打上げの高頻度化に向けた投資・制
度整備、サプライチェーンの国内整
備等

宇宙関連産業クラスター

■クラスター形成に向けた主な課題

既存アセットの活用促進、インフラ
整備・拡充、整備に係る規制改革

GX関連産業クラスター

その他、半導体関連産業、蓄電池関連
産業においては、関西に一定のポテン
シャル・集積があり、今後議論の深化
を検討中。

■投資（記載は一例）

・ 神戸大学「バイオものづくり研究棟」、
日揮HD「バイオプロセス研究所研究棟 
1棟目（JBX1）」、大和ハウス工業
「DP-Lab KOBE」、三菱商事･三菱商事
都市開発･アイパークインスティチュー
ト「アイパーク神戸（仮称）」が神戸市
に立地・立地予定（2025~2027年）

・ライフサイエンス系スタートアップの創
出等イノベーション拠点「Ｏ-Nexus」
が大阪市（中之島クロス）に立地予定
（2026年）

■クラスター形成に向けた主な課題

量産化への共同利用型実証拠点整備、
リスクマネーの供給

バイオ関連産業クラスター

■共通の課題 専門人材の育成・確保、中堅・中小・SU等のイノベーション創出
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本日のテーマ

１．はじめに

２．大阪・関西万博と今後

３．国の動き（地域未来戦略等）

４．中東情勢を受けた石油製品等流通対策
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原油について「日本全体として必要な量」は確保できている

⚫ 代替調達の進展の結果、備蓄放出量を押さえつつ、年を超えて、石油※の供給を確保できる目途がついている。

※原油は、5月は、現時点で約6割の代替調達が実現できる見込み。6月は、現時点で約7割以上の調達に目途がついた。
    引き続き、原油調達先の多角化に最大限取り組む。（補足：ナフサを含め、燃料油以外の用途にも供給を継続する前提）

⚫ このように、原油について「日本全体として必要な量」が確保できている。

4月調達分
代替調達約25%（日量59万バレル）

2025年実績（日量236万バレル）

5月調達分
代替調達約６割（日量約140万バレル）

※上記の代替調達量日量約140万バレルに加え、４月29日に
ホルムズ海峡を通過した原油タンカー分日量約7万バレルが到達予定。

中東 米国
そ
の
他

備蓄放出で補充

備蓄放出で補充

中東 222万バレル 米
国

9万バレル

5万バレル

そ
の
他

中東 米
国

備蓄で補充中東 米国
そ
の
他

そ
の
他

6月調達分
代替調達約７割以上（日量165万バレル以上）

注１：4月の実績値は製油所に到達した原油量の総量であり、各種統計との誤差が生じることがある。

注２：5月12日時点。原油タンカーの配船・運航状況等により、遅れが生じれば日本着が後ろ倒しになるため、月ごとの調達量には変動が生じ得る。

注３：上記表示以外の詳細な国名やルートについては、民間企業の契約に関する事柄であることに加え、安全対策上の理由から非公表としている。 68



ナフサ由来の化学製品の需給見通し

⚫ ナフサ由来の化学製品の供給についても、年を越えて継続できる見込み※であり、
「日本全体として必要な量」は確保できている。

⚫ ※①国内でのナフサの精製を継続していることに加え、②米国やアルジェリア、ペルーなど中東以外からのナフサの輸入の進展
に伴い、③ポリエチレンなどの川中の製品在庫の低減ペースが抑えられるため、年を越えて供給継続できる見込み。

国内精製

中東以外
の輸入

供給量

中東から
の輸入

12月4月

約110万kl/月相当※

④川中の製品調達

化学製品輸出減も想定

ナフサ
自動車

建設・土木

電機・電子

医薬品・医療
機器

一般消費財
※ポリ袋等

印刷・出版

ポリエチレン
塩化ビニル
界面活性剤 他

エチレン

プロピレン

ブタジエン

イソプレン

ベンゼン

トルエン

キシレン

ポリプロピレン
ポリアクリル
ポリウレタン 他

合成ゴム 他

ポリスチレン
ナイロン樹脂 他

溶剤 他

ポリエステル
PET 他

プラスチック製品

ゴム製品

電子部品
(半導体等)

塗料・接着剤

繊維製品

基礎化学品 川中製品

※各川中製品によって製品在庫の期間は異なるため、
各川中製品の供給状況を注視の上、製品調達等も検討。

約45万kl/月相当※

約120万kl/月相当※

※2024年の平均値

約280万kl/月
相当※

化学製品の供給見通し（中東以外の輸入加速） 川中の製品在庫

③川中の製品在庫の活用

②中東以外からの輸入を加速

①国内精製の継続による生産維持

5月
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「流通の目詰まり」と「供給の偏り」の発生を防止するための協力のお願い

⚫原油や石油製品について「日本全体として必要となる量」は確保できている一方、一部で生じている「供給の偏
り」や「流通の目詰まり」に対して、関係省庁に設置した情報提供窓口を通じてサプライチェーンの情報を集約し、
一つ一つ丁寧に解消してきている。

⚫日本全体の供給状況をサプライチェーンの関係者に共有するとともに、過剰な発注や各段階での供給制限を行
わないよう周知していただきたい。

石油化学
メーカー

原料
商社

接着剤
メーカー

卸
小売

接着材 製品メーカー
工務店、消費者 など

原料 接着材

一部の流通・需要側が、供給見通しが未定なことから、
実績を越えて過剰に発注。
⇒ 他の需要家への供給が減少し、「供給の偏り」が発生。

接着剤の主成分となる合成樹脂や
溶剤等及び製品は、平時と同水準
での供給は確保されている。

＜供給の偏りの事例：接着剤＞

過剰な発注 過剰な発注

⇒  前年同月同量を基本とした通常量の調達を行って頂くよう周知いただきたい

＜ 流通の目詰まりの事例：シンナー＞

石油化学メ
ーカー

原料
商社 シンナー

メーカー
卸小売

シンナー
製品メーカー

工務店
自動車整備消費者

など

原料

塗装事業者
シンナー

下流の需要家が必要量を確保できない

「流通の目詰まり」が発生

ナフサ由来の原料（トルエン・キシレン）について、
「4月末までは前年実績並に供給、5月の供給は未定」と
シンナーメーカーに伝達

各段階で供給制限が発生
（４月の出荷が半減）

供給制限 供給制限

⇒ 原料調達の課題を理由に供給制限せず、先ずは経産省に相談するよう周知いただきたい
72



川中～川下の流通過程における「目詰まり対策」の強化

 一人親方等
（塗装、配管等の
請負含む）
【59万人※】

※全建総連加入者数

住宅建材・
設備メーカー

溶剤等
の資材
メー
カー ホーム

センター

建材商社
建材流通店

元売

潤滑油
メー
カー

特約店
・商社

自動車
整備工場・
バス・
トラック
事業者

商社

SS

商社

⚫ 「日本全体として量は足りている」が、川中から川下への流通過程において「目詰まり」が発生。

⚫ このため、取引先との交渉力が強くない小規模事業者が多い事業者について、地方整備局・運輸局・農政局が中心となって、各
地の事業者への供給実態を把握し、地方経産局と連携の上、目詰まり箇所の特定とその解消を図る。まずは、以下の事業者の実
態把握を進め、順次、対象を拡大。

①「工務店（一人親方等）」による「建設資材（塗料・シンナー・断熱材・塩ビ管・防水関係資材等）」の調達状況［地方整備
局］

②「自動車整備工場（バス・トラック等の運送会社を含む）」に対する「潤滑油・アドブルー」の供給状況［地方運輸局］

③「パン・菓子等販売店」に対する「包装資材」の供給状況［地方農政局］

地方整備局が実態把握

地方経産局と本省（経産省・国交省）が
連携し、目詰まり箇所を特定・解消

地方運輸局が
実態把握

地方経産局・運輸局が連携し、
目詰まり箇所を特定・解消

パン・菓子等販売店
【1.4万事業所】

フィルム
メーカー

原料
メー
カー

販売・印刷
会社

地方農政局が実態把握

地方経産局・農政局が連携し、
目詰まり箇所を特定・解消

建設資材（シンナー等）の流通過程 潤滑油の流通過程

パン・菓子等の包装資材の流通過程

【16万事業者】
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「燃料油等の供給に関する情報提供」の受付
フォーム

「石油由来の化学品・製品等の供給に関する
情報提供」の受付フォーム

https://mm-enquete-
cnt.meti.go.jp/form/pub/kanbo-
kaikei02/petrochemical01

中東情勢関連対策ワンストップポータル

⚫ 経済産業省HPのワンストップ・ポータルでは、石油に関する情報提供・対応、中小企業・小規模事業者向け

支援など、中東情勢を踏まえた経済産業省の取組をまとめてご覧いただけます。

① 燃料油・石油製品の調達でお困りの際には、関係省庁に設置された情報提供窓口に

情報（調達元、対象製品、今後の調達見込みなど）を寄せていただけますと幸いです。

② 資金繰り・価格転嫁などの経営に関してお困りの際には、中小企業・小規模事業者向け支援メニューを

ご覧ください。

燃料油・石油製品の情報提供窓口（経産省）

https://mm-enquete-
cnt.meti.go.jp/form/pub/kanbo-
kaikei02/gasoline01

トップ画面
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